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文部科学省が作成した資料によると，1992 年度から 2011 年度までの約 20 年間で，
4,509の公立小学校が廃校になった（文部科学省，2012）。 
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 第 1表 1960年の指導形態に関する調査結果（数字の単位は％） 














































































 第 2表 鹿児島県と島根県の複式学級における社会科指導計画 
 
鹿児島県（2014年） 島根県（2013年） 
3・4年 5・6年 3・4年 5・6年 
A・B年度方式 9 5 90 88 
学年別指導 100 94 0 0 
その他 1 0 10 12 
合計 110 99 100 100 
（田口ほか（2015，p.31），島根県教育委員会（2016，p.16）をもとに筆者作成） 
 

























 第 3図 鹿児島県の小規模小学校における「学年別指導」を採用した理由 
（田口ほか（2015）をもとに筆者作成） 
 
「A・B 年度方式」は 2 年間という単位で指導計画を作成する。留学制度を実施す
る学校が「A・B 年度方式」を回避するのは，次のようなケースが想定できるためで
ある。たとえば，「5 年生の学習内容」を基盤に A 年度の指導計画を，「6 年生の学習
内容」を基盤にB年度の指導計画を編制する小規模小学校があったとする。この小規
模校に，小学校 5年生の 1年間のみ，留学制度を利用した児童 aが転入してきた。児
童 aが転入した年はB年度に該当していたため，児童 aは「6年生の学習内容」を中








































の人口は，1955 年の 885 をピークに，ゆるやかな減少が続いている。そのピークで
あった 1955年時点では，人口の 37.4％が 15歳未満であったが，2010 年時点では，








第 4図 粟島浦小中学校における在籍児童・生徒数の推移 
（粟島浦小学校より提供を受けた資料をもとに筆者作成） 










































2017 年度の 5・6 年学級は，6 年生の在籍児童がいないため，5 年生のみの構成と
なっている。しかし，次年度は再び 5・6 年の複式を編制する予定であるため，年間












第 3表 調査対象者一覧 
 教師経験 性別 
教師A 1～10年以内 女性 
教師B 11～20年以内 女性 
教師C 20年以上 男性 
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